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1.2024 年度日本語教育機関調査結果 

 

（注） 2024 年度日本語教育機関調査は、2024 年 9 月～12 月に国際交流基金（JF）が実施した調査です。また、

調査対象となった機関の中から、回答のあった機関の結果を取りまとめたものです。そのため、当ページの文中

の数値とは異なる場合があります。 

「海外日本語教育機関調査」のページへ 

 

2.日本語教育の実施状況 

全体的状況  

 2017 年 1 月、NGO：SWACIA の協力の下、首都アブジャ郊外の私立ファウンティン小学校（本校及び分校）

にて、週 2 回、小学校 3 年生から 6 年生を対象とした日本語教育が開始された（現在実施なし）。国費留学生 OB

が中心となって 2015 年に結成されたアブジャ大学日本文化研究会において日本語教育が実施されてきたが、2019 年

より日本語が必修選択外国語の 1 つとして正式に導入され、1 年間のコースとして実施されている。また、2021 年よ

りアブジャ大学（現ヤクブゴウォン大学）日本語日本文化研究所が設立され、そこでも日本語教育が実施されている。

2018 年秋より、ナイジェリア大学ヌスカキャンパスにおいて、日本語コースが設立された。さらに、2023 年９

月よりアブジャ大学日本語日本文化研究所がアブジャ大学の学生以外でも受講できるオンライン日本語コース

を開始した。 

 

最新動向  

機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数

0 0 0 0 0 0 2 5 388 1 1 200 2 6 588

初等教育 中等教育 高等教育 学校教育以外 全体の合計

https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/area/country/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/nigeria/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/zaigai/list/africa/nigeria.html
https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/result/index.html
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アブジャ大学において、選択必修外国語の 1 つとして導入された 2019 年には選択肢が日本語とアラビア語の

2 か国語だったため、2,200 人を超える学生が日本語を履修していたが、2022 年から 6 か国語に増え、日本語履

修学生数は減少傾向にあったが、６カ国語のうち２カ国語が不定期開講となっていることもあり、2025 年の履

修者は 520 名程度となっている。また、ナイジェリア大学ヌスカキャンパスの日本語コースにおいては入学年か

ら卒業年まで通して日本語教育が実施されており、授業は週２回実施されている。現在教師は２名、履修者数は

計 30 名程度。 

 

教育段階別の状況  

初等教育 

日本語教育は実施されていない（なお、2017 年当時、NGO：SWACIA の協力の下、首都アブジャ郊外の私立

ファウンティン小学校（本校及び分校）にて、週 2 回、小学校 3 年生から 6 年生を対象とした日本語教育が実施

された経緯あり）。 

  

中等教育 

 日本語教育は実施されていない。  

 

高等教育 

 上記のとおり、ヤクブゴウォン大学（旧アブジャ大学）で２年生の一般教養科目のうち選択必修科目として日

本語教育が実施されており、また、ナイジェリア大学ヌスカキャンパスでは日本語コースで入学年から卒業年ま

で日本語教育が行われており、両大学ともほとんどの履修者が入門・初級レベルである。 

 

学校教育以外 

 国費留学生 OB が中心となって 2015 年に結成されたアブジャ大学日本文化研究会と 2021 年に設立された日

本語日本文化研究所において、同大学学生を対象に日本文化活動が実施されている。前述の学外向けオンライン

日本語コースの参加者は年齢も職業も多様であり、15 歳から 45 歳くらいの参加者で構成されている。 

 

3.教育制度と外国語教育  

教育制度 

教育制度 

 9-3-4 制。義務教育は小学校 6 年（6～12 歳）及び中学校 3 年（12～15 歳）の計 9 年。また、高校は 3 年（15

～18 歳）、高等教育機関は専攻により 4～7 年。なお、幼稚園は 3 年（3～5 歳）。  

 

教育行政 

 連邦教育省（連邦レベルの教育行政）、各州教育省（州レベルの教育行政）のほか、海外留学委員会など、各種

委員会（半官半民）を有する。  

 

言語事情  
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 公用語は英語。国民の約 80％は英語を使用。その他、フランス語使用者（2％程度）及び現地語使用者（約 20％：

ハウサ語、イボ語、ヨルバ語など）。  

 

外国語教育  

 高等教育機関では、フランス語、中国語、ロシア語、アラビア語、ポルトガル語などの教育が行われている。  

 

外国語の中での日本語の人気 

 日本語教育は殆ど実施されていないものの、アニメ人気などの影響により、若者の日本語に対する関心は高ま

りつつあり、また、仕事の幅を広げるために日本語学習に取り組んでいる層もある。 

 

大学入試での日本語の扱い 

 日本語教育がほとんど実施されていないため、大学入試で日本語は扱われていない。  

 

4.学習環境  

教材  

初等教育 

 日本語教育の実施は確認されていない。 

 

中等教育 

 日本語教育の実施は確認されていない。  

 

高等教育 

 ナイジェリア大学ヌスカキャンパスでは、教科書として「Genki」や「Kanji look and learn」が使われている。 

 

学校教育以外 

 日本語教育の実施は確認されていない。 

 

IT・視聴覚機材 

ナイジェリア大学ヌスカキャンパスでは、日本社会を理解することを目的として、日本映画や YouTube が使

われている。 

 

5.教師  

資格要件  

初等教育 

 日本語教育の実施は確認されていない。初等教育の教員になるためには、カレッジや大学の教育学部を卒業し、
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教師資格国家試験に合格する必要がある。  

 

中等教育 

 日本語教育の実施は確認されていない。中等教育の教員になるためには、カレッジや大学の教育学部を卒業し、

教師資格国家試験に合格する必要がある。  

 

高等教育 

 日本語教育の実施は確認されていない。高等教育の教員になるためには、カレッジや大学の教育学部を卒業し、

教師資格国家試験に合格する必要がある。また、専門分野における学士号以上の学位を有する必要がある。  

 

学校教育以外 

 日本語教育の実施は確認されていない。 

 

日本語教師養成機関（プログラム）  

 日本語教師養成を行っている機関、プログラムは確認されていない。  

 

日本語のネイティブ教師（日本人教師）の雇用状況とその役割 

 ヤクブゴウォン大学（旧アブジャ大学）において、国外在住の日本人日本語教師がオンラインにて日本語授業

を行っている。 

教師研修  

現職の日本語教師対象の研修は確認されていない。 

 

現職教師研修プログラム（一覧） 

特になし。 

 

6.教師会  

日本語教育関係のネットワークの状況  

 日本語教育関係のネットワークは確認されていない。  

 

7.日本語教師派遣情報 

国際交流基金からの派遣  

国際協力機構（JICA）からの派遣  

 JF、JICA からの派遣は行われていない。  
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その他からの派遣  

 日本語に対する関心は高いものの、その他の団体からの派遣も行われていない（情報なし）。  

 

8.シラバス・ガイドライン 

 統一シラバス、ガイドライン、カリキュラムは確認されていない。 

 

9.評価・試験 

 共通の評価基準や試験は確認されていない。 

 

 

情報更新についてのお願い  

この国の日本語教育に関する情報がありましたらお知らせくださるようお願いいたします。 

なお、内容の確認のため、こちらからご連絡する場合もあります。 

E メール：kunibetsu＠jpf.go.jp 

（メールを送る際は、全角＠マークを半角@マークに変更してください）   

 

 


